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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」の

耐震評価方針に基づき，下位クラス施設であるタービン補機海水ストレーナ（Ｃクラス施設）が

基準地震動Ｓｓによる地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認することで，隣接

している上位クラス施設である循環水系配管（ポンプ出口～タービン建物外壁）に対して，波及

的影響を及ぼさないことを説明するものである。 

2. 一般事項

2.1 配置概要 

タービン補機海水ストレーナは，取水槽に設置されている。タービン補機海水ストレーナは，

図 2－1の位置関係図に示すように，上位クラス施設である循環水系配管（ポンプ出口～タービ

ン建物外壁）に隣接していることから，地震時に本機器が転倒した場合は，循環水系配管（ポ

ンプ出口～タービン建物外壁）に対して波及的影響を及ぼすおそれがある。

図 2－1 タービン補機海水ストレーナと上位クラス施設の位置関係図 

2.2 構造計画 

タービン補機海水ストレーナの構造計画を表 2－1に示す。
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 

概略構造図 
基礎・支持構造 主体構造 

胴をスカートで支持し，

スカート下端及び底板

（下）は４枚のベースプ

レートに接続され，ベー

スプレートは基礎ボルト

で基礎に据え付ける。 

たて置円筒形 

（４枚のベースプレー

トを有するスカート支

持たて置円筒形容器） 

基礎

（単位：mm） 

φ1400 

35
13
 

スカート

ベースプレート 
基礎ボルト 

底板（下） 

（側面図） （平面図） 

胴板

カバー

底板（上）

基礎ボルト

スカート

底板（下）

ベースプレート
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2.3 評価方針 

タービン補機海水ストレーナの応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下

位クラス施設の耐震評価方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，

「2.2 構造計画」にて示すタービン補機海水ストレーナの部位を踏まえ「3. 評価部位」にて

設定する箇所において，「4. 固有周期」にて算出した固有周期に基づく設計用地震力による応

力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施

する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

タービン補機海水ストレーナの耐震評価フローを図 2－2に示す。

図 2－2 タービン補機海水ストレーナの耐震評価フロー 

設計用地震力 

理論式による固有周期 

計算モデルの設定 

地震時における応力 

タービン補機海水ストレーナの

構造強度評価 
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）
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2.5 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 胴の軸断面積 mm2 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm2 

Ａｅ 胴の有効せん断断面積 mm2 

Ａｓ スカートの軸断面積 mm2 

Ａｓｅ スカートの有効せん断断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

Ｄｓ スカートの内径 mm 

ｄ 基礎ボルトの呼び径 mm 

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

Ｅｓ スカートの縦弾性係数 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 MPa

Ｆ ＊ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｂ 基礎ボルトに作用する引張力 N 

ƒｂm 曲げモーメントに対する許容座屈応力 MPa 

ƒｃm 軸圧縮荷重に対する許容座屈応力 MPa 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔm スカートの許容引張応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 
引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力（許

容組合せ応力） 
MPa 

Ｇ 胴のせん断弾性係数 MPa 

Ｇｓ スカートのせん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｉ 胴の断面二次モーメント mm4 

Ｉｓ スカートの断面二次モーメント mm4 

ＫＨ 水平方向ばね定数 N/m 

ＫＶ 鉛直方向ばね定数 N/m 

 胴のスカート接合点から重心までの距離 mm 

１ 重心と引張を受けるボルト間の水平方向距離 mm 

２ 重心と転倒支点となるボルト間の水平方向距離 mm 

ｓ スカートの長さ mm 

Ｍｓ スカートに作用する転倒モーメント N･mm 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

ｍｅ 容器のスカート接合部から上部の空質量 kg 
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記号 記号の説明 単位 

  ｎ 基礎ボルトの本数 ― 

ｎｆ 引張力を受ける基礎ボルトの本数 ― 

Ｑｂ 基礎ボルトに作用するせん断力 N 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 
MPa 

ＴＨ 水平方向固有周期 ｓ 

ＴＶ 鉛直方向固有周期 ｓ 

ｔ 胴板の厚さ mm 

ｔｓ スカートの厚さ mm 

η 座屈応力に対する安全率 ― 

π 円周率 ― 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｓ スカートの組合せ応力 MPa 

σｓ１ スカートの運転時質量による軸方向応力 MPa 

σｓ２ 
水平方向地震によりスカートに生じる曲げモーメントによる 

軸方向応力 
MPa 

σｓ３ スカートの鉛直方向地震による軸方向応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｓ 地震によりスカートに生じるせん断応力 MPa 

φ１(ｘ) 圧縮荷重に対する許容座屈応力の関数 MPa

φ２(ｘ) 曲げモーメントに対する許容座屈応力の関数 MPa 
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2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりである。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

胴板の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1位 

スカートの厚さ mm ― ― 小数点以下第 1位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と 

する。 
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3. 評価部位

タービン補機海水ストレーナの耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，

タービン補機海水ストレーナの転倒により，上位クラス施設が損傷することを防止するために，

支持機能に関連するもののうち，スカート及び基礎ボルトについて評価を実施する。タービン補

機海水ストレーナの耐震評価部位については，表 2－1の概略構造図に示す。 

4. 固有周期

4.1 固有周期の計算方法 

タービン補機海水ストレーナの固有周期の計算方法を以下に示す。計算に当たってはスカー

ト支持たて置円筒形容器の固有周期の計算方法を準用する。

(1) 計算モデル

モデル化に当たっては次の条件で行う。

a. 容器及び内容物の質量は重心に集中するものとする。

b. 容器はスカートで支持され，スカート下端及び底板（下）と接続したベースプレートを

基礎ボルトで基礎に固定しており，固定端とする。 

c. 胴とスカートをはりと考え，変形モードは曲げ及びせん断変形を考慮する。

d. スカート部材には，開口部はない。

e. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

本容器は，前記の条件より図4－1に示す下端固定の1質点系振動モデルとして考える。

図4－1 固有周期の計算モデル 

(2) 水平方向固有周期

曲げ及びせん断変形によるばね定数ＫＨは次式で求める。

)＋・3・・3・ ・( 
・Ｉ3・Ｅ

1
 ＋ 

3・Ｅ・Ｉ
 ／ ＝1000Ｋ  3  2  2 

3 

Ｈ ｓｓｓ
ｓｓ

＋ 










ｓｅｓ

ｓ

ｅ ・ＡＧ
 ＋ 

Ｇ・Ａ
 ＋


···························· (4.1.1) 

ここで，胴及びスカートの断面性能は次のように求める。 
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胴の断面性能は次式で求める。 

・ｔ＋ｔ)・(Ｄ 
8

Ｉ＝  3 
ｉ

π
 ·····································  (4.1.2)

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ・ 
3

2
＝Ａ ｉｅ π ·······························  (4.1.3)

スカートの断面性能は次式で求める。

ssss ・ｔ)＋ｔ・(Ｄ 
8

＝Ｉ
 3 π

 ······································ (4.1.4) 

sssse )・ｔ＋ｔ・(Ｄ・ 
3

2
＝Ａ π ·······························  (4.1.6)

したがって，固有周期は次式で求める。 

Ｈ

０
Ｈ

Ｋ

ｍ
・2・＝Ｔ π  ·········································· (4.1.7) 
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(3) 鉛直方向固有周期

軸方向変形によるばね定数ＫＶは，次式で求める。










ｓｓ

ｓ
ｖ

・ＡＥ
＋

Ｅ・Ａ
 ／ 1000＝Ｋ

  ·····························  (4.1.8) 

・ｔ＋ｔ)(Ｄ・Ａ＝ ｉπ  ·······································  (4.1.9)

ｓｓｓｓ ・ｔ)＋ｔ(Ｄ・π＝Ａ ··································· (4.1.10) 

したがって，固有周期Ｔｖは次式で求める。

ｖ

ｖ

Ｋ

ｍ
・・＝Ｔ

０

π2 ···········································  (4.1.11)
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4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【タービン補機海水ストレーナの耐震性に

ついての計算結果】の機器要目に示す。 

4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 4－1に示す。計算の結果，固有周期は 0.05秒以下であり，剛構造

であることを確認した。 

  表 4－1 固有周期 （単位：s） 

水平 

鉛直 
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5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

4.1(1)項a.～e.のほか，次の条件で計算する。概要図を図5－1に示す。 

(1) 地震力は，容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。また，水平方向

及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，ＳＲＳＳ法を適用する。 

図5－1 概要図 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

タービン補機海水ストレーナの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，設計基準対象施

設の評価に用いるものを表 5－1に示す。 

5.2.2 許容応力 

タービン補機海水ストレーナの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき

表 5－2のとおりとする。 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

タービン補機海水ストレーナの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表 5－3に示す。
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 タービン補機海水ストレーナ Ｃ －
＊

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 5－2 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 一次＋二次応力 一次応力 

引張 座屈＊3 引張 せん断 

ⅣＡＳ 1.5・fｔ ＊

1.5・fb， 

1.5・fｓ

又は 1.5・fc 

1.5・fｔ ＊ 1.5・fｓ ＊

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊3：薄肉円筒形状のものの座屈の評価にあっては，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 
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表 5－3 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

スカート
SS41＊ 

(厚さ≦16mm) 
周囲環境温度 40 245 400 ― 

基礎ボルト 
SS41＊ 

(16mm＜径≦40mm) 
周囲環境温度 40 235 400 ― 

注記＊：SS400相当 
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－4に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基

づき設定する。 

表 5－4 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

取水槽 

EL 1.1＊1 
― ― ＣＨ＝1.67＊2 ＣＶ＝1.26＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 スカートの計算方法 

     スカート支持たて置円筒形容器のスカートの構造強度評価方法を準用する。 

(1) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

スカート底部に生じる運転時質量及び鉛直方向地震による圧縮応力は次式で求め

る。 

ｓｓｓ

ｓ

)・ｔ＋ｔπ・(Ｄ

・ｍ
＝σ

０

１

g
  ··························  (5.4.1.1.1) 

ｓｓｓ

ｖ
ｓ

)・ｔ＋ｔπ・(Ｄ

・Ｃ・ｍ
＝σ

０

３

g
  ···························  (5.4.1.1.2) 

 

(2) 水平方向地震による応力 

水平方向の地震力によりスカートに作用する曲げモーメントにより生じる軸方向応

力及び水平方向地震力によるせん断応力は次のように求める。 

 

)＋ｔ (Ｄ
4

π
 ・ｔ・ )＋ｔＤ(

Ｍ
＝σ

ｓｓｓｓｓ

ｓ
ｓ２

 

 ·············································  (5.4.1.1.3) 

ｓｓｓ

Ｈ
ｓ

)・ｔ＋ｔπ・(Ｄ

・・ｍ2・Ｃ
＝τ

０ g

   ·······················  (5.4.1.1.4) 

ここで， 

Ｍｓ＝ＣＨ・ｍ０・g・(ｓ＋)   ····················  (5.4.1.1.5) 

 

(3) 組合せ応力 

組合せ応力は次式で求める。 

2 2 2 
３

 2 
２１ ｓｓｓｓｓ τσσσσ 3・ ＋)＋＋( ＝   ·······  (5.4.1.1.6) 
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5.4.1.2 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は地震による震度により作用するモーメントによって生じる引張

力とせん断力について計算する。 

(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は，図 5－2でボルト列を支点とする転倒を考え，これ

を片側の最外列の基礎ボルトで受けるものとして計算する。 

 

  

図5－2 転倒モーメントによる引張荷重の計算モデル 

 

引張力 

)＋・(ｎ

・・ｍ－)・Ｃ＋))＋・(Ｃ ・・ｍ
＝Ｆ

２１

２２s

ｆ

0
2

ｖ
2

Ｈ0
ｂ



 gg ((
 

 ······················  (5.4.1.1.7) 

   引張応力 

ｂ

ｂ
ｂ

Ａ

Ｆ
σ ＝   ········································  (5.4.1.1.8) 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

2 
ｄ＝ ・ 

4

π
Ａｂ   ····································  (5.4.1.1.9) 

 

(2) せん断応力 

   基礎ボルトに対するせん断力は基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

g・・ｍＣＱ 0Ｈｂ＝   ·····························  (4.3.1.1.10) 

せん断応力 

ｂ

ｂ
ｂ

ｎ・Ａ

Ｑ
τ ＝   ···································  (4.3.1.1.11)   
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5.5 計算条件 

 応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【タービン補機海水ストレーナの耐震性について

の計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

5.6 応力の評価 

5.6.1 スカートの応力評価 

(1) 5.4.1.1項で求めたスカートの組合せ応力が許容引張応力ƒｔm以下であること。

ただし，ƒｔmは下表による。 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔm 
1.5

1.5
・ 

Ｆ  

(2) 圧縮膜応力（圧縮応力と曲げによる圧縮側応力の組合せ）は次式を満足すること。

（座屈の評価）

 
1≦

η・σ
＋

＋σση・

ｂｍ

ｓ

ｃｍ

ｓｓ ２３１

 f f
·························· (5.6.1.1) 

ここで， 

Ｆ

8000・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・

ｓ

ｓｓ gg
より，ƒｃｍは次による。 























Ｆ

8000・
Ｆ－φ ・ 

6800・

1
 － 1  ・ ＝Ｆ  １ｃｍ

g

g
 f 













Ｆ

1200・
 － 

2・ｔ

＋2・ｔＤ

ｓ

ｓｓ
・

g

···························· (5.6.1.2) 

ただし，φ１(ｘ)は次の関数とする。 


























ｘ・

16

1
－ｘｐｅ－11－0.901・・

ｘ

Ｅ
(ｘ)＝0.6・φ

ｓ
１  ·······  (5.6.1.3)

また，ƒｂｍは次による。 























Ｆ

9600・
φＦ－・

8400・

1
－1＝Ｆ・ ２ｂｍ

g

g
         f 













Ｆ

1200・
－

2・ｔ

＋2・ｔＤ
・

ｓ

ｓｓ g
   

···························· (5.6.1.4) 

＊
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ただし，φ２(ｘ)は次の関数とする。 


























ｘ・

16

1
－－ｅｘｐ11－0.731・・

ｘ

Ｅ
0.6・＝(ｘ)φ

ｓ
２  ······ (5.6.1.5) 

ηは安全率で次による。 










Ｆ

1200・
－

2・ｔ

＋2・ｔＤ
 ・ 

6800・

0.5・Ｆ
＝1＋

ｓ

ｓｓ
η

g

g
 ················ (5.6.1.6) 
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5.6.2 基礎ボルトの応力評価 

5.4.1.2項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合せ応力ƒｔｓ以

下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ·····················  (5.6.2.1) 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下である

こと。ただし，ƒｓｂは下表による。 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 
・1.5 

2

Ｆ 

許容せん断応力 

ƒｓｂ 
・1.5 

 3  1.5・

Ｆ

＊
＊
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6. 評価結果

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

タービン補機海水ストレーナの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有することを確認し

た。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。
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Ａ－Ａ矢視図 

【タービン補機海水ストレーナの耐震性についての計算結果】  

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

タービン補機海水ストレーナ Ｃ 
取水槽 

EL 1.1＊1 
― ― ＣＨ＝1.67＊2 ＣＶ＝1.26＊2 40 40 

 

1.2 機器要目 

ｍ０ 

(kg) 

ｍｅ 

(kg) 

Ｄｉ

(mm) 

ｔ 

(mm) 

Ｄｓ

(mm) 

ｔｓ 

(mm) 

Ｅ 

(MPa) 

Ｅｓ 

(MPa) 

Ｇ 

(MPa) 

Ｇｓ

(MPa) 

12300 6800 1400 14.0 1400 14.0 201000＊1 201000＊2 77300＊1 77300＊2 

ｄ

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ｍｓ(N･mm) Ｆｂ(N) Ｑｂ(N) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

30 

(M30) 
706.9 － 3.652×108 － 1.222×105 － 2.014×105 

注記＊1：最高使用温度で算出 

＊2：周囲環境温度で算出 

 

(mm) 

ｓ

(mm) 
ｎ ｎｆ

１

(mm) 

２

(mm) 

1638 175 4 2 619 619 

Ｓｙ(スカート) 
(MPa) 

Ｓｕ(スカート) 
(MPa) 

Ｆ

＊

(スカート) 

(MPa) 

245＊2 

（厚さ≦16mm） 

400＊2 

（厚さ≦16mm） 
280 

Ｓｙ(基礎ボルト) 

(MPa) 

Ｓｕ(基礎ボルト) 

(MPa) 
Ｆ

＊

(基礎ボルト) 
(MPa) 

235＊2 

（ 1 6 m m＜ 径 ≦ 4 0 m m） 

400＊2 

（ 1 6 m m＜ 径 ≦ 4 0 m m） 
280 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 転倒方向

 ｍ０･g 

s
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1.3 計算数値 

1.3.1 スカートに生じる応力  (単位：MPa)  1.3.2 基礎ボルトに生じる応力  (単位：MPa) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

応力 組合せ応力 応力 組合せ応力 

運転時質量による応力 ― 

― 

σｓ１＝ 2 

σｓ＝22

引張応力 ― σｂ＝173 

鉛直方向地震による応力 ― σｓ３＝ 3 せん断応力 ― τｂ＝72 

水平方向地震

による応力 

曲げ ― σｓ２＝ 17 

せん断 ― τｓ＝ 7 

1.4 結論 

1.4.1 固有周期  (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向 

鉛直方向 

1.4.2 応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

スカート SS41＊1 

(厚さ≦16mm) 

組合せ ― ― σｓ＝ 22 ƒｔｍ＝ 280 

圧縮と曲げ 

の組合せ 

(座屈の評価) 

― 

― 0.09（無次元） 

基礎ボルト 
SS41＊1 

(16mm＜径

≦40mm) 

引張 ― ― σｂ＝173 ƒｔｓ＝ 180＊2 

せん断 ― ― τｂ＝72 ƒｓｂ＝ 161 

すべて許容応力以下である。  注記＊1：SS400相当

＊2：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ] 

ƒ b m
+ 
η・ σ s2 η・ （ σ s1 + σ s3 ） 

ƒ c m
≦ 1 




